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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要 

 

１．業務の適正を確保するための体制 

当社および当社グループが「業務の適正を確保するための体制」を推進するため、次の

とおりの取り組みを行っております。  

 

(1)当社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制 

 ①当社グループが進むべき道筋や行動の基本方針を役職員全員が共有するため、「経営

理念」、「行動憲章」等を公表し、京福グループ各社が法令および定款にもとづいた事

業活動を適正かつ継続的に行うため、その周知徹底と推進に努めております。 

 ②会社は、取締役および使用人に法令および定款ならびに社会規範を遵守し、高い倫理性

を保ち責任ある判断と行動をとることを要請し、その方針を「役員規程」ならびに「組

織規程」に定めております。 

③全社的に影響をおよぼす重要事項については、慎重かつ多面的な検討を要するために、

｢取締役会｣｢常務会｣｢政策会議｣などの会議を開催し、関係法令に適合していることを

確認するとともに、財務情報をはじめとする企業情報の信頼性を確保するために、審

議を尽くしております。 

④法令遵守の意識向上を図るべく、弁護士、公認会計士などの外部専門家より教育、助言

を受け、自ら法令遵守に努めるとともに、反社会的勢力および団体とは一切関係を持た

ず、毅然とした態度で対応するほか、社内各部署に随時その基本理念ならびに法令遵守

の必要性を徹底しております。 

⑤財務報告に係る内部統制については、グループ各社の経理担当者と日常的に連携を保 

つとともに、連結財務諸表作成に際して連絡会を開催して留意事項などを周知するほか、

グループ各社を含む業務の文書化、評価を進めるなど、その整備を進めております。 

 

(2)当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

 株主総会および取締役会等各種会議の議事録等の関係資料、重要な契約書類、禀議書類、

会計帳簿等、取締役の職務の執行に関する文書その他の情報については、別途定める「文

書管理規程」にもとづき、保存、管理しております。 

 

(3)当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

①顧客ならびに当社および役職員等に関し発生する危機について、これを予防するとと

もに、発生の際の被害を最小限に止めるための指針およびその他必要な事項を「危機管

理規程」に定め、各部署は、必要に応じ、これにもとづいた具体的対処方法を決定して

おります。 

  



②特に鉄軌道事業部署およびバス運送事業の主要会社においては、法令に定める『運輸

安全マネジメント』にもとづき、輸送の安全を確保するための、運営の方針に関する

事項や、実施・管理する体制や方法の事項等を「安全管理規程」で制定し、取り組ん

でおります。 

③情報セキュリティーに関しては、管理部内に担当役員を責任者とした情報セキュリテ

ィー管理チームを設け、ルールの策定や緊急時の対応などの対策を講じております。

また、環境管理の分野に関しては、環境管理責任者を置き、「ＫＥＳ・環境マネジメン

トスタンダードステップ２(※)」に適合した環境マネジメントシステムを実施してお

ります。 

（※京都議定書の発祥地、京都を拠点とする特定非営利活動法人 KES 環境機構が認証

する「環境マネジメントシステム」の規格。） 

 

(4)当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

①当社組織は｢管理部｣ ｢鉄道部｣「不動産事業部」「監査室」により構成し、それぞれの

組織に統括責任者を置くことにより、各々独立した指揮命令系統にもとづき、チェッ

クアンドバランスの機能を働かせ、迅速かつ効率的な意思決定ならびに業務執行を行

っております。 

②別途定める「役員規程」ならびに「組織規程」に規定する、取締役および使用人の職

務分掌、指揮命令関係にもとづき効率的な業務執行を行っております。 

③中期経営計画として、経営方針、現状認識、業務課題ならびに数値目標等を設定した

ものを公表するとともに、進捗状況についても取締役会に報告をしております。 

 

(5)当社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す

るための体制 

①親会社である京阪ホールディングス株式会社と別途定める｢協定書｣を締結すること

により、経営の効率性の向上と法令遵守および危機管理体制を整備し、財務情報を含

む企業情報の信頼性を確保するなど、企業集団としての内部統制制度の適正な構築を

行っております。 

②京福グループの内部統制制度を適正に構築するため、別途定める「子会社管理規程」

にもとづき、各子会社の経営管理目標を明確にするとともに、各子会社における遵守

事項および報告事項を定めております。 

③グループ各社の代表取締役と定期的な情報交換を行うため、｢グループ社長会｣を開催

し、各社の適正な業務執行の状況を確認しております。 

④グループ各社の監査役から定期的に会計ならびに業務執行に関する監査状況の詳細

について、文書による報告を受け、グループ各社の財務ならびに業務執行の適法性を

確認しております。 

  



⑤監査室は、別途定める「監査規程」にもとづき、当社およびグループ各社において業

務運営の状況把握ならびにその改善を図るために、定期的に業務内容について内部監

査を行い、その結果にもとづく是正、改善への助言、提案を行っております。 

⑥管理部（内部統制担当）は、別途定める「業務分掌」にもとづき、当社およびグルー

プ各社において業務運営の状況把握ならびにその改善を図るために、定期的に業務内

容について指導を行っております。 

⑦グループ各社は中期経営計画を策定し、経営方針、現状認識、業務課題ならびに数値

目標等を設定し、業績達成の報告とともに効率性分析を定期的に行い、取締役会に報

告しております。 

⑧京福グループ各社に係る法令違反、その他コンプライアンスに抵触する事実を防止ま

たは早期発見し是正するため、監査室内に内部通報窓口を設置し、周知に努めており

ます。 

 

(6)当社の監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制 

監査役の監査を補助する使用人（監査役スタッフ）は、監査室に所属する者の中から兼

任させております。 

 

(7)当社の監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性および当該使用人に対

する指示の実効性確保に関する事項 

①監査役は、当該スタッフの人事異動ならびに考課について、取締役と意見交換を行って

おります。 

  ②監査役は当該スタッフに対し、業務補助を行うよう指示できるようにしております。 

 

(8)当社および子会社の取締役および使用人が当社の監査役に報告をするための体制その

他の監査役への報告に関する体制 

①監査役は、取締役会等の会議に出席し、また、禀議等の重要書類を閲覧することによ

り、経営の意思決定、業務の実施状況の把握をし、取締役および使用人の職務執行が

法令および定款に違反し、あるいは、会社に著しい損害または重大な事故等を招くお

それがあるときは、意見を述べ、必要な助言、勧告を行っております。 

②当社を含むグループ各社の取締役および使用人は、監査役または監査役会の求めに応

じて、その職務の執行に関する事項について説明または報告を行っております。 

③監査室は、内部監査の結果を監査役または監査役会に報告しております。 

④監査役に報告をしたことを理由として当該報告者に対して不当な取扱いを行わない

ようにしております。 

 

  



(9)その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

①監査役は、会計監査人から会計監査の報告を受けるとともに、定期的に意見交換を行

うなど、緊密な連携に努めております。 

②監査役および監査役会は、代表取締役と定期的に会合をもち、代表取締役の経営方針

を確かめるとともに、会社が対処すべき課題、会社を取り巻くリスクのほか、監査役

監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見を交換し、代表取締役との

相互認識を図っております。 

③監査役は、監査室と共同で往査を実施するなど緊密な連携を保っております。 

④監査役は、グループ各社の監査役に対し監査計画および監査報告書を提出させ、その

内容を検討するとともに連携を図っております。 

⑤監査役の職務の執行による費用は、監査役の要請にもとづいて必要な予算措置を講じ

ております。また、監査役の請求がある場合は、当社は速やかに処理することとして

おります。 

 

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

当社は、京福グループ各社と必要な連携をとりながら、業務の適正を確保するための体

制の整備と運用を実施しており、当年度における主な運用状況は次のとおりです。 

 

(1)職務の執行について  

「取締役会」を毎月１回開催し、各議案については先だって「常務会」「政策会議」に

よる多方面の審議を経て取締役会に付議しております。さらに、取締役会では、審議・

業務執行の状況等の監督を行い、迅速かつ効率的な意思決定を行いました。 

 

(2)コンプライアンスおよびリスク管理等に関する取り組みについて  

①財務報告に係る内部統制について、「グループ連絡会」を四半期ごとに開催し、会計

処理や法務事例等の課題を説明することで、内容周知などに努めました。 

②グループ各社社長と定期的な情報交換を行うため「グループ社長会」を四半期ごとに

開催し、グループ各社の業務執行状況の確認を行いました。 

③グループ会社では、「グループ会社承認および報告事項」に則り、重要事項について

は、当社の事前承認を得るとともに、「常務会」および「取締役会」等で報告を行い

ました。 

④『京福グループ経営理念・行動憲章』を公表し、カード配布や職員手帳や社報への掲

載を通じて、当社ならびに京福グループ会社役職員に対する周知と啓発に努めまし

た。また、内部通報制度窓口を監査室内に設置し、コンプライアンス体制の整備を行

いました。 

⑤中期経営計画の進捗状況は、適時開示を実施し公表を行いました。 

  



⑥鉄軌道事業部署およびバス運送事業の主要会社においては、公共交通機関の最大の使

命である輸送の安全を確保するため、安全管理体制を継続的に改善するとともに要員

教育や安全に関する投資等、さまざまな取り組みを行いました。 

 

(3)内部監査について 

監査室は、リスク評価にもとづき選定した監査先に対し、当年度に係る監査計画にもと 

づく内部監査を実施するとともに、その結果を「取締役会」「監査役会」に報告しまし

た。なお、監査結果については、モニタリングを実施するなど継続した取り組みを行い

ました。 

 

(4)監査役について 

①監査役は、「取締役会」および「常務会」、その他主要な会議に出席し、取締役から業

務執行状況について必要な報告を受けました。 

②監査役は、監査役会と代表取締役とのディスカッションにより意見交換を行ったほか、

社外取締役とともに取締役へのヒアリングを実施し、その職務の執行について意見交

換を行いました。 

 



 

 

連結株主資本等変動計算書 

( 
平成28年４月１日から 
平成29年３月31日まで ) 

 

 

株   主   資   本 

資 本 金 
資 本 
剰余金 

利 益 
剰余金 

自己株式 
株主資本 
合  計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

当 期 首 残 高 1,000 282 3,933 △16 5,199 

当 期 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当   △39  △39 

親 会 社 株 主 に 帰 属 
す る 当 期 純 利 益 

  507  507 

自 己 株 式 の 取 得    △0 △0 

連結子会社株式の取
得による持分の増減 

 2   2 

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 

     

当 期 変 動 額 合 計 － 2 467 △0 468 

当 期 末 残 高 1,000 284 4,400 △16 5,667 
 

 

その他の包括利益累計額 

非 支 配 
株主持分 

純資産 
合 計 

そ の 他 
有価証券 
評  価 
差 額 金 

その他の 
包括利益 
累 計 額 
合  計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

当 期 首 残 高 38 38 575 5,813 

当 期 変 動 額     

剰 余 金 の 配 当    △39 

親 会 社 株 主 に 帰 属 
す る 当 期 純 利 益 

   507 

自 己 株 式 の 取 得    △0 

連結子会社株式の取
得による持分の増減 

   2 

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額） 

26 26 36 63 

当 期 変 動 額 合 計 26 26 36 532 

当 期 末 残 高 65 65 612 6,345 
  
(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 



連  結  注  記  表 
 

 

① 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

1. 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数    10社 

主要な連結子会社の名称：京都バス㈱、京福バス㈱、三国観光産業㈱ 

(2)  非連結子会社はありません。 

2. 持分法の適用に関する事項 

非連結子会社および関連会社が存在しないため、該当する事項はありません。 

3. 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法 

販売土地及び建物 

個別法による原価法 

（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等にもとづく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

主として、定率法を採用しております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）

並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい

ては、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物２～60年 

機械装置及び運搬具２～20年 

無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、ソフトウェア（自社利用）について

は、社内における見込利用可能期間（５年）による定額法を採用しており

ます。 

 

 

 

 

 

 

 



リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しており 

ます。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払に充てるため、支給見込額により計上してお

ります。 

役員退職慰労引当金 

連結子会社の一部において、役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に

もとづく期末要支給額を計上しております。 

 (4) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の処理方法 

税抜方式によっております。 

ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため特例処理

を採用しております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) 

金利スワップ 

(ヘッジ対象) 

借入金の利息 

ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。 

ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの想定元本、利息の受払条件（利子率、利息の受払日等）

および契約期間がほぼ同一であり、金利スワップの特例処理の要件を満た

しているため有効性の評価を省略しております。 

退職給付に係る負債の計上基準 

退職給付に係る負債は、連結子会社の一部において、従業員の退職金の

支給に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込み額に

もとづき計上しております。 

 

 

 

 

 



国庫補助金等の処理方法 

鉄軌道事業において地方公共団体等により工事費の一部として国庫補助

金等を受けており、国庫補助金等相当額は直接減額せず、工事完成時に取

得原価で計上しております。 

また、バス事業において設備購入補助のための国庫補助金等を受けてお

りますが、国庫補助金等相当額は直接減額せず、国庫補助金等により取得

した資産を取得原価で固定資産に計上しております。 

繰延資産の処理方法 

社債発行費については、償還までの期間にわたり定額法により償却して

おります。 

 

4. 会計方針の変更 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関す

る実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度

に適用し、平成28年度４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価

償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

 これによる損益に与える影響は軽微であります。 

 

5. 追加情報 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平 

 成28年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。 

 

② 連結貸借対照表に関する注記 

1. 担保に供している資産および担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

建物及び構築物          2,126 百万円 

機械装置及び運搬具         331 百万円 

土地                103 百万円 

その他                75 百万円 

計               2,637 百万円 

 

(2) 担保に係る債務 

短期借入金             275 百万円 

長期借入金            1,083 百万円 

      計               1,358 百万円 

2. 有形固定資産の減価償却累計額     15,921 百万円 

3. 固定資産の取得原価から直接減額された国庫補助金等圧縮記帳累計額 

2,318 百万円 

 

 



③ 連結株主資本等変動計算書に関する注記 

1. 当連結会計年度末における発行済株式の種類および総数 

普通株式20,000,000 株 

2. 配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

平成28年６月21日開催の定時株主総会において、普通株式の配当に関する事項を 

次のとおり決議しております。 

配当金の総額              39百万円 

１株当たり配当額            ２円00銭 

基準日             平成28年３月31日 

効力発生日           平成28年６月22日 

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度

となるもの 

平成29年６月21日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事

項を次のとおり提案しております。 

配当金の総額              39百万円 

１株当たり配当額            ２円00銭 

基準日             平成29年３月31日 

効力発生日           平成29年６月22日 

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 



④ 金融商品に関する注記 

1. 金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、社債の発行および銀行等金融機関からの借入により資金を調達

しております。一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実

施して支払利息の固定化を実施しております。 

2. 金融商品の時価等に関する事項 

平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。 

 連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

 百万円 百万円 百万円 

(1) 現金及び預金 944 944 － 

(2) 受取手形及び売掛金 1,411 1,411 － 

(3) 投資有価証券 

  その他有価証券 

 

202 

 

202 

 

－ 

(4) 短期借入金 1,970 1,970 － 

(5) １年以内償還社債 45 45 － 

(6) 未払金 1,144 1,144 － 

(7) 社債 111 111 － 

(8) 長期借入金（1年以内返済予定額を含む） 5,695 5,689 △6 

(9) デリバティブ取引 － － － 

(注)１. 金融商品の時価の算定ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項 

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

(3) 投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

(4) 短期借入金、（6) 未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

(5) １年以内償還社債、(7) 社債 

社債の時価については、変動金利により短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価

額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。 

(8) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借り入れを行った場合

に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 



(9) デリバティブ取引 

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体

として処理されているため、その時価は長期借入金の時価に含めて記載しておりま

す。 

(注)２. 非上場株式（連結貸借対照表計上額58百万円）は、市場価格がなく、かつ将来

キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極め

て困難と認められるため、「(3) 投資有価証券」には含めておりません。 

 

⑤ 賃貸等不動産に関する注記 

1. 賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社および一部の子会社では、京都市その他の地域において、賃貸等不動産を有

しております。 

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項 

連結貸借対照表計上額 時価 

百万円 百万円 

7,017 8,774 

(1) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

(2) 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」にもとづいて自社で

算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）であります。 

 

⑥ １株当たり情報に関する注記 

     １株当たり純資産額             288円23銭 

     １株当たり当期純利益             25円50銭 

 

⑦ 重要な後発事象 

（単元株式数の変更及び株式併合） 

当社は、平成29年４月27日開催の取締役会において、平成29年６月21日開催予定の第

111回定時株主総会に株式併合に係る議案を付議することを決議し、併せて、同株主総

会において株式併合に係る議案が承認可決されることを条件として、単元株式数の変更

および定款の変更を行うことを決議しました。 

 

1.株式併合及び単元株式数の変更の目的 

全国証券取引所において、投資家の利便性向上のための「売買単位の集約に向け

た行動計画」にもとづき、国内会社の普通株式の売買単位を100株へ統一するための

取組が推進されていることを踏まえ、当社株式の売買単位となる単元株式数を現在

の1,000株から100株に変更することといたしました。 

これにあたり、証券取引所が望ましいとしている投資単位の水準および中長期的

な株価変動を勘案して、当社株式の投資単位を適切な水準に調整するため、株式併

合を行うものであります。 



2.株式併合の内容 

 (1) 株式併合する株式の種類 

普通株式 

 (2) 株式併合の方法・割合 

平成29年10月１日をもって、平成29年９月30日の最終の株主名簿に記載された

株主の所有株式10株につき１株の割合で併合いたします。 

 (3) 株式併合により減少する株式数 

株式併合前の発行済株式総数（平成29年３月31日現在） 20,000,000株 

株式併合により減少する株式数 18,000,000株 

株式併合後の発行済株式総数 2,000,000株 

(注）「株式併合により減少する株式数」及び「株式併合後の発行済株式総数」は、併 

  合前の発行済株式総数及び併合割合に基づき算出した理論値です。 

 (4) １株未満の端数が生じる場合の処理 

株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法第235条によ

り、一括して処分し、その処分代金を端数が生じた株主に対して、端数の割合に

応じて分配いたします。 

 

3.単元株式数の変更の内容 

株式併合の効力発生と同時に、普通株式の単元株式数を1,000株から100株に変更

いたします。 

 

4.株式併合及び単元株式数の変更の日程 

取締役会決議日 平成29年４月27日 

株主総会決議日 平成29年６月21日 

株式併合及び単元株式数の変更の効力発生日 平成29年10月１日 

 

5.１株当たり情報に及ぼす影響 

当該株式併合が当連結会計年度の期首に実施されたと仮定した場合の、当連結会

計年度における１株当たり情報は以下のとおりです。 

 当連結会計年度 

（自 平成28年４月１日 

至 平成29年３月31日） 

１株当たり純資産額 2,882円29銭 

１株当たり当期純利益金額 254円98銭 

  （注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 



 

 

株主資本等変動計算書 

( 
平成28年４月１日から 
平成29年３月31日まで ) 

 

 

株   主   資   本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

資本準備金 
資本剰余金 
合   計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利 益 
剰余金 
合 計 

固 定 資 産 
圧縮積立金 

固 定 資 産 
圧縮特別勘

定 積 立 金 

繰 越 利 益 
剰 余 金 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

当 期 首 残 高 1,000 270 270 46 1,204 76 761 2,089 

当 期 変 動 額         

剰 余 金 の 配 当       △39 △39 

当 期 純 利 益       261 261 

固定資産圧縮積立金
の 積 立 

    278  △278 － 

固定資産圧縮積立金
の 取 崩 

    △54  54 － 

固定資産圧縮特別勘
定 積 立 金 の 取 崩 

     △76 76 － 

自 己 株 式 の 取 得         

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 

        

当 期 変 動 額 合 計 － － － － 223 △76 74 222 

当 期 末 残 高 1,000 270 270 46 1,428 － 836 2,311 
 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 

株主資本 
合  計 

そ の 他 
有 価 証 券 
評 価 差 額

金 

評価・換算 
差額等合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

当 期 首 残 高 △16 3,343 24 24 3,367 

当 期 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当  △39   △39 

当 期 純 利 益  261   261 

固定資産圧縮積立金
の 積 立 

 －   － 

固定資産圧縮積立金
の 取 崩 

 －   － 

固定資産圧縮特別勘
定 積 立 金 の 取 崩 

 －   － 

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0   △0 

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 

  20 20 20 

当 期 変 動 額 合 計 △0 221 20 20 241 

当 期 末 残 高 △16 3,565 44 44 3,609 
 

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  

 



個  別  注  記  表 
 

 

① 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 資産の評価基準および評価方法 

(1) 有価証券の評価基準および評価方法 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等にもとづく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により 

算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2) 棚卸資産の評価基準および評価方法 

販売土地及び建物 

個別法による原価法 

（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法) 

貯蔵品 

移動平均法による原価法 

（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法) 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

鉄軌道事業固定資産 

定率法を採用しております。（ただし、鉄軌道事業における取替資産につい 

ては、定率法による取替法） 

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物ついては、定額法を

採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物             ２～50年 

機械装置           ９～15年 

その他の有形固定資産 

定額法を採用しております。 

 



 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内 

における見込利用可能期間（５年）による定額法を採用しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期 

間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

3. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

未収金、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率に 

より、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不 

能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支払に充てるため、支給見込額により計上しております。 

4.  その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(1) 繰延資産の処理方法 

社債発行費 

社債発行費については、償還までの期間にわたり定額法により償却してお 

ります。 

(2) ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため特例処理を 

採用しております。 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) 

金利スワップ 

(ヘッジ対象) 

借入金の利息 

ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、 

ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。 



ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの想定元本、利息の受払条件（利子率、利息の受払日等）お 

よび契約期間がほぼ同一であり、金利スワップの特例処理の要件を満たして 

いるため有効性の評価を省略しております。 

(3) 国庫補助金等の圧縮記帳処理の方法 

鉄軌道事業において地方公共団体等により工事費の一部として国庫補助金等を受 

けておりますが、国庫補助金等相当額は直接減額せず、工事完成時に取得原価で計 

上しております。 

(4) 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

5. 会計方針の変更 

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用） 

   法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実

務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平

成28年度４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率

法から定額法に変更しております。 

   これによる損益に与える影響は軽微であります。 

 

6. 追加情報 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成 

 28年３月28日）を当事業年度から適用しております。 

 

② 貸借対照表に関する注記 

1. 担保に供している資産および担保に係る債務 

(1) 担保に供している資産 

鉄軌道事業固定資産         2,637 百万円 

(2) 担保に係る債務 

短期借入金              275 百万円 

長期借入金              1,083 百万円 

     計                1,358 百万円 

2. 有形固定資産の減価償却累計額     8,505 百万円 

3. 事業用固定資産 

有形固定資産           11,005 百万円 

     土地               3,954 百万円 



 建物               4,602 百万円 

     構築物              1,745 百万円 

     車両                293 百万円 

     機械装置              298 百万円 

 工具器具備品            109 百万円 

     リース資産              1 百万円 

無形固定資産             40 百万円 

 

4. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務 

未収収益                               21 百万円    

長期貸付金                     48 百万円   

短期借入金                     250 百万円 

未払金                     6 百万円 

5. 固定資産の取得原価から直接減額された国庫補助金等圧縮記帳累計額 

2,016 百万円 

 

③ 損益計算書に関する注記 

1. 営業収益               2,674 百万円 

2. 営業費                2,402 百万円 

運送営業費及び売上原価      1,129 百万円 

販売費及び一般管理費        670 百万円 

諸税                189 百万円 

減価償却費             413 百万円 

3. 関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

営業収益              380 百万円 

営業費                38 百万円 

営業取引以外の取引による取引高      31 百万円 

 

④ 株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における自己株式の種類および株式数 

普通株式              109,316 株 

 

⑤ 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金および減損損失であります。 

     なお、評価性引当額は、137百万円であります。 



     また、繰延税金負債の発生の主な原因は、子会社合併差益および固定資産圧縮積立金 

   であります。 

 

⑥ 関連当事者との取引に関する注記 

1. 親会社および法人主要株主等 

属性 会社等の名称 
議決権等の所有

(被所有)割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

  ％   百万円  百万円 

親会社 

 

京阪ホールディング

ス株式会社 

 

被所有    

直接  43.48 

 

借入金の保証 

予約 

 

債務保証(予約) 

(注) 
793 － － 

取引条件および取引条件の決定方針等 

(注) 当社は、銀行借入の一部に対して京阪ホールディングス株式会社より債務保証(予約)を受けております。

なお、保証料の授受は行っておりません。 

2. 子会社および関連会社等 

属性 会社等の名称 
議決権等の所有 

(被所有)割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

  ％   百万円  百万円 

子会社   京都バス株式会社 
所有      

直接  76.92 

資金貸借取引

役員の兼任 
資金の借入(注)１ 50 

短 期 

借入金 
50 

子会社 
三国観光産業 

株式会社 

所有 

直接  84.52 

賃貸借取引 

役員の兼任 
施設の賃貸(注)２ 269 

未 収 

収 益 
21 

 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件および取引条件の決定方針等 

(注)１．資金の借入については、市場金利を勘案して利率を決定しております。 

(注)２. 施設の賃貸については、協議の上、賃貸料を決定しております。 

  

⑦ １株当たり情報に関する注記 

     １株当たり純資産額             181円47銭 

     １株当たり当期純利益            13円17銭 

 

⑧ 重要な後発事象 

（単元株式数の変更及び株式併合） 

当社は、平成29年４月27日開催の取締役会において、平成29年６月21日開催予定の第111

回定時株主総会に株式併合に係る議案を付議することを決議し、併せて、同株主総会にお

いて株式併合に係る議案が承認可決されることを条件として、単元株式数の変更および定

款の変更を行うことを決議しました。 



1.株式併合及び単元株式数の変更の目的 

全国証券取引所において、投資家の利便性向上のための「売買単位の集約に向けた

行動計画」にもとづき、国内会社の普通株式の売買単位を100株へ統一するための取組

が推進されていることを踏まえ、当社株式の売買単位となる単元株式数を現在の1,000

株から100株に変更することといたしました。 

これにあたり、証券取引所が望ましいとしている投資単位の水準および中長期的な

株価変動を勘案して、当社株式の投資単位を適切な水準に調整するため、株式併合を

行うものであります。 

 

2.株式併合の内容 

 (1) 株式併合する株式の種類 

普通株式 

 (2) 株式併合の方法・割合 

平成29年10月１日をもって、平成29年９月30日の最終の株主名簿に記載された株

主の所有株式10株につき１株の割合で併合いたします。 

 (3) 株式併合により減少する株式数 

株式併合前の発行済株式総数（平成29年３月31日現在） 20,000,000株 

株式併合により減少する株式数 18,000,000株 

株式併合後の発行済株式総数 2,000,000株 

（注）「株式併合により減少する株式数」及び「株式併合後の発行済株式総数」は、併合

前の発行済株式総数及び併合割合に基づき算出した理論値です。 

 (4) １株未満の端数が生じる場合の処理 

株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法第235条により、

一括して処分し、その処分代金を端数が生じた株主に対して、端数の割合に応じて

分配いたします。 

 

3.単元株式数の変更の内容 

株式併合の効力発生と同時に、普通株式の単元株式数を1,000株から100株に変更い

たします。 

 

4.株式併合及び単元株式数の変更の日程 

取締役会決議日 平成29年４月27日 

株主総会決議日 平成29年６月21日 

株式併合及び単元株式数の変更の効力発生日 平成29年10月１日 

 

 



5.１株当たり情報に及ぼす影響 

当該株式併合が当事業年度の期首に実施されたと仮定した場合の、当事業年度にお

ける１株当たり情報は以下のとおりです。 

 当事業年度 

（自 平成28年４月１日 

至 平成29年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,814円67銭 

１株当たり当期純利益金額 131円71銭 

  （注）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 




